カイガン ヒョウチャクブツ ショリ スイシンホウ ノ セイリツ ソノ プロセス ト イギ by 高野 恵亮 et al.










海岸漂着物処理推進法の成立～そのプロセスと意義～ 高野 恵亮  15 
 
 
The Enactment of Law for the Promotion of Marine Litter Disposal: 
Process and Meanings 
 
























平成 21年 7月 8日、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環
研究論文 





























議」を設置、その第 1回会合が平成 18年 4月 4日に開催された。同会議は平成 19年 3月





























止のための事業」（第 1 項第 1 号）が盛り込まれている。漁港における漂着ごみについては
この規定の下、漁港管理者が対応することになる。平成 24 年 4 月現在、同法に基づく指定















いては事業者がその処理を行うものとされており（同法第 11 条第 1 項）、「一般廃棄物」に
ついては市町村が当該区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（一般廃棄物処理計画）を定

























































こうした状況の中、先にあげた JEAN や JEAN とともに「海ゴミクリーンアップ活動」
に取り組んでいる山形県酒田市議の佐藤丈晴氏から、「漂着ごみ」対策のための法制定の必要
性が提起された。佐藤市議らが地元山形県選出の代議士である加藤紘一衆議院議員に働きか
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に及び論点整理がなされた。こうした中で法制化の必要性を認識するに至り、平成 21 年 2
月 27 日の第 9 回委員会において議員立法の方針が提示された。その後自民党漂流漂着物対
策 PT、公明党漂流漂着物対策 PTでの検討を経て、4月に与党漂流・漂着物対策 PTにおい
て与党案を作成、民主党との調整を経て 6 月 23 日、与党政策責任者会議において与党案が
了承された。この法案については、検討の当初より超党派で行うべきという認識が自民党内
であったようであり16)、最終的には委員会提出法案（衆議院環境委員長提出）という形で国
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立の運びとなった19)。なお、この法律は附則第 1項の規定により公布と同日、すなわち平成
































漂着物処理推進法では、第 29 条第 1 項において「政府は、海岸漂着物対策を推進するため
に必要な財政上の措置を講じなければならない」と規定され、政府は「漂着ごみ」対策のた













うに、「漂着ごみ」問題に対しては JEAN など環境 NGO が積極的に関わっており、海岸漂
着物処理推進法制定に当たっても盛んに論点提起を行ってきているところであるが、同法で
































































































































3) 平成 18 年 2 月 15 日構造改革特別区域推進本部決定「構造改革特区の第 8 次提案に対する政府の
対応方針（抄）」。 
4) 首相官邸 HP（構造改革特別区域推進本部）「構造改革特区（第 8 次提案）の提案について」



























15) 小島あずさ JEAN理事ヒアリング（平成 23年 9月 5日）より。 
16) 同上。  
















22) 総務省HP「平成 25年度の地方財政措置についての各府省への申入れ概要」（http://www.soumu. 
go.jp/main_content/000172592.pdf） 
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